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広島県の建設業法違反による行政処分件数

平成17年度から平成30年度の処分件数 平均約８件
最近（R1年度～R６上年度）の処分件数 平均約４件 ↓
令和５年度の処分件数 １件
令和６年度 ９月末時点の処分件数 ２件

行政処分件数は、減少傾向、令和５年度は１件、令和６年度上期は２件行政処
分を行った。

平成17年度から令和６年度（上期）までの行政処分件数の推移
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広島県の建設業法違反の内容

従来は労働安全衛生法違反による指示及び営業の停止が多数を占める。
近年は、廃棄物処理法違反、刑法違反、許可要件違反、技術者関係違反などである。
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広島県の建設業法違反内容の推移
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建設業法違反事例【令和５年度～令和６年度上期】

【刑法違反】
１件発生、公契約関係競売等妨害。
→これらの違反は長期の営業停止になり、社会的制裁も受けることを認識し
法令順守をお願いします。

【労働安全衛生法違反】
１件発生、転落事故により４日以上休業したにも関わらず、労働者死傷病報告書
を提出しなかった。
→日頃から労働災害の防止に努めてください。

【技術者関係違反】
１件発生、主任技術者の専任義務違反。
→主任技術者の専任義務違反は建設業法２６条違反になり、行政処分の対象に
なりますので注意して下さい。

令和５年度～令和６年度上期は３件発生、建設業法第28条（指示及び営業の停止）、
に基づく行政処分を行った。
処分内容は広島県のホームページで公表しており、報道に情報提供している。
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建設業法違反事例の傾向

令和３年以降、従来の労働安全衛生法違反に加え、刑法違反が増えてきて
いる。（刑法違反： 法人税法違反１件、談合・贈賄等３件）

刑法違反、特に談合・贈賄等は６０日～１年と長期間の営業停止となり、会社
の存続にも関わる。

これまで以上に建設業法、関係法令の遵守にご協力
よろしくお願いします。
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参考 建設産業課ホームページ
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https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/93/1206083718262.html


